


はじめに
これまでは固定価格買取制度（FIT）によって太陽光発電の導入拡大が進んできました
が、2022年度以降は太陽光発電の普及構造が大きく変わります。2022年4月にエネルギー
供給強靭化法が施行され、再エネ促進法および電気事業法に基づいて、これまでのFITに
代わって、市場連動型のフィードイン・プレミアム（FIP）制度、太陽光発電に係る廃棄費
用の積立制度、認定失効制度、プッシュ型送電網増強、配電事業や特定卸供給事業者
（アグリゲーター）へのライセンス導入等が開始されました。
政府が掲げる「2050年カーボンニュートラル」、「2030年温室効果ガス46%削減」という国
家目標に対して、「第6次エネルギー基本計画」と「地球温暖化対策計画」が策定されまし
た。第6次エネルギー基本計画を通じて、今後の日本の再エネ導入拡大が、経済産業省だ
けの責任ではなく、関係省庁との連携と規制改革で進められることになりました。太陽光発
電に関しては、2030年度の野心的導入目標量117.6GW（既導入量55.8GW）に対し
て、責任省庁として経済産業省が31.8GW、環境省（一部農林水産省連携）が
24.2GW、国土交通省が5.8GWをそれぞれ担い、計61.8GWが導入されることになります。
内閣府の再エネタスクフォースは、関連府省庁にまたがる再エネに関する規制を総点検する
ことで、太陽光発電導入拡大への規制改革を進展させていきます。環境省による促進区域
の設定（ポジティブゾーニング）等により、「地域共生型再エネ」の導入も進められます。
本書では、2022年をFITに続く「第2次導入展開期のスタート」と位置づけ、太陽光発電
に関連する政策の重要ポイントを各省庁別にとりまとめております。太陽光発電事業に取り
組まれる皆様が今後の事業を検討する際の参考となれば幸いです。
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エネルギーの安定供給
経済成長
脱炭素

GXを中心とする産業政策とエネルギー政策を一体的にとりまとめ

10出典：経済産業省、環境省資料を基に資源総合システムが作成

GX2040ビジョン

第7次エネルギー基本計画 地球温暖化対策計画

政府

経済産業省 環境省

・GX産業構造、産業立地
・GXを加速させる個別分野の取組
・成長志向型カーボンプライシング構想等

2030年度目標と2050年ネット・ゼロを結
ぶ直線的な経路

2035年度に60%削減（2013年度比）
2040年度に73%削減

温室効果ガスの削減目標2040年度エネルギーミックス
DX・GXの進展に伴う電力需要の増加
脱炭素電源の供給力を抜本的に強化

火力3～4割程度
原子力2割程度
再エネ4～5割程度



1.1.1 GX2040ビジョンの全体像

出典：GX2040ビジョン～脱炭素成長型経済構造移行推進戦略 改訂～（2025年2月）資料から資源総合システムが作成



2.1.8 次世代型太陽電池の早期社会実装

軽量・柔軟なペロブスカイト太陽電池の早期の社会実装

価格目標 2025年：20円/kWh

2030年：14円/kWh

2040年：10～14円/kWh

国内に2030年までにGW級の生産体制の確立
導入目標量 2040年までに20GW

海外市場への本格展開

信頼性評価に関する国際標準の策定



2.1.11 2040年の電源構成と太陽光発電導入量

出典：第7次エネルギー基本計画を基に、㈱資源総合システム作成



再エネ主力電源化アクションプランの概要

14出典：第71回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（2024年11月28日）資料を基に資源総合システムが作成

再生可能エネルギーの長期安定電源化

FIP制度の更なる促進

再エネ100年構想

 2032～2036年度に約46万件・約29GWの事業用太陽光発電設備の買取期間等が終了
 事業の長期安定的な継続に向けて、再投資を促し、長期安定電源の担い手として責任あるプ
レーヤーが事業を実施していくことが重要等

再エネ発電事業者、事業者団体、金融機関、政府等の関係者のアクションプランをとりまとめ

長期安定適格太陽光発電事業者（適格事業者） 認定する仕組みを導入

 優先給電ルールにおける出力制御順の見直し
 FIP併設蓄電池における系統充電の拡大
 FIP電源における供給シフトの円滑化
 非化石証書の直接取引の拡大
 アグリゲーション・ビジネス等の活性化 等

FITからFIPへの移行



再エネ長期安定電源化に向けた関係者のアクションプラン 概要

出典：第71回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（2024年11月28日）資料を基に資源総合システムが作成

政府 事業集約促進が進展するよう、必要な目標設定・情報提供、制度的な環境整備

「長期安定適格太陽光発電事業者」として認定する仕組みを導入（2025年春から）

事業の現所有
者

既設設備の定期点検（例：３年毎）を行い、事業リスクを適切に評価する。その
結果をFIT/FIP制度に基づく定期報告により、国に対して報告する。 【一定の周知等
期間を置き、2025年春頃から開始】 等

事業の集約先
（買い手）

リパワリング技術・蓄電池の活用や需要家へのアクセスなどを組み合わせたビジネスモ
デルを確立、既設再エネの保有に関する方針を明確化 等

事業者団体 事業者のニーズと実態を踏まえた上で、事業の売り手と買い手のマッチングを促進等
事業評価者 既設再エネの実践的な評価基準（格付け制度）を策定 等
金融機関 長期安定的に再エネ発電事業を継続できるプレーヤーに対する民間金融機関のファ

イナンスを誘引する政策金融のあり方を検討
保険事業者 長期安定的に事業を実施できる再エネ発電事業者に対して、適切に保険の引受け

を行う 等
その他の関連プ
レーヤー

設備更新技術/蓄電池技術の保有企業は、設備更新・リパワリング技術や蓄電池
技術について、事業の買い手へのサービス提供、ビジネスモデルの確立に貢献 等



需給バランスの確保に貢献するFIP電源の更なる促進

出典：第69回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（2024年9月30日）資料を基に資源総合システムが作成

（1）円滑な事業実施を促進するための事業環境整備

（2）アグリゲーション・ビジネス等の活性化

①FIP制度における更なる情報開示の推進

②FIP併設蓄電池における系統充電の拡大

③FIP移行案件の事後的な蓄電池設置時の価格算定ルール

④FIP電源における供給シフトの更なる円滑化

⑤非化石証書の直接取引の拡大

⑥ アグリゲータ―とFIP事業者のマッチング・プラットフォームの設立

⑦ 関連プレーヤーの理解醸成等を促進する勉強会の開催

⑧ FIP電源の需給調整に資する系統用蓄電池の導入促進

参照価格等をエリアごと・月単位で開示等

2023年度以前に新規認定を受けたFIP電源
（FIT→FIPへ移行した電源を含む）

ピークカット電力量割合の想定値
を用いて算定

バランシングコストの更なる時限的な
増額を検討

2021年度以前に運転開始したFIT電源がFIP電源に移行した
場合について今後に検討
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系統用蓄電池の接続検討、接続契約の受付状況（2024年12月末時点）

出典：第2回次世代電力系統ワーキンググループ（2025年3月17日）資料を基に資源総合システムが作成

※接続検討のすべてが系統接続に至るものではない

接続検討受付が約95GW、接続契約受付が約8GW

2024年12月末時点で連系済みの系統用蓄電池は約170MW



早期連系のための追加的な暫定措置の実現に向けた検討

出典：第2回次世代電力系統ワーキンググループ（2025年3月17日）資料を基に資源総合システムが作成



3.1.1 次期削減目標（NDC）

出典：地球温暖化対策計画（2025年2月18日閣議決定）環境省ホームページ



出典：地球温暖化対策計画（2025年2月18日閣議決定）環境省ホームページ

3.1.2 次期NDC達成に向け地球温暖化対策計画に位置付ける主な対策・施策



4.3.2 住宅トップランナー制度における太陽光発電設備の設置目標

出典：第20回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 省エネルギー小委員会 建築物エネルギー消費性能基準等ワーキンググループ及び社会資本
整備審議会建築分科会建築環境部会建築物エネルギー消費性能基準等小委員会 合同会議資料（2024年10月29日）



6.2 盗難特定金属製物品の処分の防止等に関する法律案の概要

出典：警察庁ホームページ 第217回国会（常会）提出法案

2025年3月11日
国会提出



7.4.8 促進区域の設定事例①

出典：地域脱炭素のための促進区域設定等に向けたハンドブック（第5版）（2025年3月）環境省 地球脱炭素政策調整担当参事官室資料



経済産業省 太陽光・蓄電関連補助金等（2025年度予算）-1

出典：経済産業省、2025年度予算案資料等を基に（株）資源総合システム作成

予算名称
（2023年度 執行団体）

金額
2025年度予算案
(R7）（R6補）

2024年度予算(R6）
2023年度補正（R5補）

内容
PV・蓄電池等

想定導入ポテンシャル
R7概算

需要家主導型太陽光発電及び再生可能
エネルギー電源併設型蓄電池導入
支援事業 （エネ特）
（太陽光発電協会）

R7 98億円
R6 100億円

国庫債務負担行為含め
総額 160億円

R5補正 160億円
国庫債務負担行為含め

総額 256億円

① 需要家主導型太陽光発電
導入支援事業
非FIT/FIP、自己託送ではないPV
導入支援（蓄電池併設可）

②FIP転換PV併設の蓄電池

R7
①太陽光発電部分 予算48億円
補助 平均1/2 6万円/kWとすると
80MW
事業規模 96億円
② 予算40億円 １/3補助
補助 平均 4万円/kWh とすると
100MWh
事業規模 120億円

再生可能エネルギー導入拡大に向けた系
統用蓄電池等の電力貯蔵システム導入支
援事業（GX）
（環境共創イニシアティブ）

R7 150億円
R6 85億円新規

国庫債務負担行為含め
400億円

・調整力の供出可能な系統用蓄電池
導入支援
・DRリソースの導入拡大

実績 R6採択 約350億円
推定 290MW 1160MWh
国庫負担行為400奥億円の内数
大規模蓄電池分予算280億円
補助 平均1/2 2.5万円/kWh
とすると 1,120MWh 280MW
事業規模 560億円

再生可能エネルギー導入拡大に向けた分
散エネルギーリソース導入支援事業
（エネ特）

R7 11億円
R6 15億円

・配電事業等の参入を見据えた地域独立系
統の構築支援事業
・地域共生型再エネ拡大 優良事業顕彰
・関連調査

福島県における再生可能エネルギー等の
導入促進のための支援事業

R7 52億円
R6 52億円

・福島県内 PV 蓄電池 送電線への
支援
・拠点形成強化 FERA
・R8年までに595MW 再エネ導入



地域主導の再エネ・地域脱炭素に関する取組事例

出典：地域主導の再エネ・地域脱炭素に関する取組事例集（2025年3月改定）、環境省を基に資源総合システムが作成

No 実施場所 取組
1 兵庫県伊丹市 太陽光発電設備の共同調達による市内事業者向け支援
2 埼玉県所沢市 公民連携のソーラーシェアリングによる遊休農地の再生と電力の地産地消
3 長野県南牧村 営農型太陽光発電を中心とした農業体験・交流拠点の整備
4 山形県庄内町 地域の事業者による風力発電事業
5 愛知県岡崎市・

幸田町
事業者、JA、行政の連携による地域のカーボンニュートラルと次世代型農業の
推進

6 鳥取県米子市・
境港市

自治体新電力によるエネルギーの地産地消と新たな地域経済基盤の創出

7 長崎県佐世保市 連携中枢都市圏への電力供給体制構築と圏域でのローカルGX事業の展開
8 神奈川県厚木

市
PPA・ESCO事業の同時発注による短期間での公共施設への自家消費型太
陽光発電設備及びLED設備の導入
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